

















































































それに関連して彼／女らの移民観・世界観にも関心を広げている。2001 年から 1 年間のイン
タビュイーの募集は、バンクーバーで発行されている日本語新聞や若者向けのフリーの情報
誌、街中のコンビニエンスストアや留学情報センターの掲示板を使って行った。募集は二段
階に分けて行い、まず 4 月に「一時滞在のビザを持ち、アメリカも含む北米に 1 年以上滞
在している、またはそれを予定している若者」を募った（この時、大学や大学院の学位プロ
グラムに所属する人は、（特権的）マイノリティにあたるので除外した）。この広告に対し
80 人から 100 人が応答したが、時間と予算の都合上そのうち 41 人を選び、1 人につき 1 時
































は半々である。また、年齢層は 10 代 2 人（兄妹）、20 代前半 6 人、20 代後半 10 人、30 代
3 人だが、「20 代後半」に入る男性の多くは兵役の義務を終えて復学した 25 歳から 26 歳の
大学生であることを考えると、マジョリティは「（母国の）大学生」であると言える。
筆者はまた、2002 年（日本に帰国）以降は、夏に 2―3 週間バンクーバーを訪れ、少しず
つ質問項目を変えながら調査を続けている。例えば 2004 年には、上述の 1 回目の広告内容
に加え、「移民することを考えている人」という条件をつけてインタビュイーを募集したが、
あまりに多くの応答（ほとんどすべて女性から）があったため、以後「移民手続きをすでに

























































































































































































た際（2004 年・2005 年）、応答があったのは女性 8 人、男性 2 人、夫婦（日本人同士）2
組だったが、女性 7 人のうち 5 人が「カナダ人男性の配偶者またはコモンロー・パートナ


















































































































4) 「観光ビザ」(visitor’s visa) は、最長 6 ヶ月のカナダ滞在を可能にするが、6 ヶ月以内の滞在予定
で日本から渡加する場合は、特に取得手続きをする必要はない。だが渡加後に、最長 6 ヶ月ま
での滞在延長をする際には取得手続きが必要である。「ワーキングホリデー」とは、日本・カナ












6) 「永住権」を持つ移民 (landed immigrant) は、「国籍（市民権）」所持者 (citizen) とは異なり、選
挙権がなく、また 1 年のうち 183 日はカナダに住まなければならない。永住権を取得してから 3
年後には、市民権を申請する権利が生じるが、この申請をしなければ永住権所持者のままである。
「労働ビザ」(working visa, work permit) とは、永住権や市民権がなくてもカナダで一定期間働く
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新聞、2006 年 11 月 12 日、15 頁）。このような、日本「社会」というより「文化」に特有の状
況も、移民志望の若者の研究において考慮に入れるべきかもしれない。
244
